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された令和６年度赤平市健全化判断比率及び資金不足比率を審査したので、別紙のとおりその意

見を提出します。
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　　　　　実質赤字比率(％) ＝
一般会計等の実質赤字額

× 100
標準財政規模

　※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率については実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－」と表示

　　２　個別意見

　　　　各比率の概要及び個別意見は、以下のとおり

　　　⑴　実質赤字比率

　　　　　実質赤字比率は、次の算式で算定する比率で、一般会計等を対象とした実質赤字額の標

　　　　準財政規模に対する比率

　実質公債費比率 13.1 25.0 35.0

　将来負担比率 43.3 350.0

　実質赤字比率 － 14.94 20.00

　連結実質赤字比率 － 14.94 30.00

　　　れも適正に作成されているものと認められる。

記

単位:％

健全化判断比率名 令和６年度 早期健全化基準 財政再生基準

第３　審査の方法

　　　この審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

　　書類が、適正に作成されたかどうかを主眼として実施した。

第４　審査の結果

　　１　総合意見

　　　　審査に付された下記、健全化判断比率及び算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

令和６年度　赤平市健全化判断比率審査意見書

第１　審査の対象

　　　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定の基礎

　　となる事項を記載した書類

第２　審査の期間

　　　令和7年7月29日(火)から令和7年8月8日(金)

－　1　－



※ 数値は正の場合は実質黒字額を示し、負の場合は実質赤字額を示す。

※ 実質収支額は正の場合は実質黒字額を示し、負の場合は実質赤字額を示す。

※ 数値は正の場合は資金剰余額を示し、負の場合は資金不足額を示す。

※ 連結実質赤字額は、正数の場合は赤字を示し、負数の場合は黒字を示す。

0

677,374 524,467 152,907合計

実質赤字比率

単位:千円

会計名
実質収支額

増減
本年度 前年度

524,467 152,907

標準財政規模 5,089,092 5,143,870 △ 54,778

一
般
会
計
等

一般会計 677,374

用地取得特別会計 0 0

実質赤字比率(％) △ 13.31 △ 10.19 △ 3.12

前年度

　　　　　令和６年度の実質赤字比率は、黒字のため△13.31％であり、前年度の△10.19％と比較す

　　　　ると3.12ポイント下がっており、依然早期健全化基準を大きく下回っている。

　　　⑵　連結実質赤字比率

　　　　　連結実質赤字比率は、次の算式で算定する比率で、全会計を対象とした実質収支額の合計

　　　　から実質黒字額及び資金剰余額の合計を控除した額の標準財政規模に対する比率である。

連結実質赤字額

標準財政規模

一般会計 677,374 524,467 152,907

連結実質赤字比率

単位:千円

会計名
実質収支額

増減
本年度

用地取得特別会計 0 0 0

国民健康保険特別会計 22,447 15,986 6,461

後期高齢者医療特別会計 4,627 5,195 △ 568

介護サービス事業特別会計 3,294 1,847 1,447

介護保険特別会計 209,879 146,086 63,793

会計名
資金不足額又は資金剰余額

増減
本年度 前年度

標準財政規模 5,089,092 5,143,870 △ 54,778

水道事業会計 530,862 584,733 △ 53,871

下水道事業会計 284,419

病院事業会計 1,589,832 1,700,238 △ 110,406

△ 3,322,734 △ 3,195,145 △ 127,589

216,593 67,826

△ 62.11 △ 3.18連結実質赤字比率(％) △ 65.29

連結実質赤字額

× 100＝　　　　　 連結実質赤字比率(％)

連結実質赤字額＝(実質赤字額＋資金不足額)－(実質黒字額＋資金剰余額)

－　2　－



224,940 184,411 180,804 178,820

100×

1,243,828 1,240,814 1,195,915

 実質公債費比率(％) ＝

　　　⑶　実質公債費比率

　　　　　実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の標準

　　　　財政規模に対する割合で、次の算式で算定する比率の３年度間の平均値である。

（公債費充当特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

公債費充当特定財源③

実質公債費比率

単位:千円

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

地方債の元利償還金① 1,102,375

準元利償還金② 615,870 634,359 546,295 414,705

元利償還金・準元利償還金に係る基準財
政需要額算入額④

998,398 1,100,124 1,054,396 956,166

100
標準財政規模－

　　　　下がっており、依然早期健全化基準を下回っている。

標準財政規模⑤ 5,172,508 5,207,053 5,143,870 5,089,092

　　　　　令和６年度の実質公債費比率は 13.1％であり、前年度の13.2％と比較すると0.1ポイント

各年度実質公債費比率
((①+②)-(③+④))/(⑤-④)×100

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

　　　　　将来負担比率(％) ＝
地方債残高等に係る基準財政需要額算入見込額)

×

前年度の実質公債費比率(％)⑦
(令和2年度から令和4年度までの平均)

将来負担額－(充当可能基金額＋充当可能特定歳入＋

　　　　　令和６年度の連結実質赤字比率は、黒字のため△65.29％であり、前年度の△62.11％と

　　　　比較すると3.18ポイント下がっており、依然早期健全化基準を大きく下回っている。

13.2

増減ポイント(⑥-⑦) △ 0.1

13.1

11.85659 14.45489 11.50841

本年度の実質公債費比率(％)⑥
(令和3年度から令和5年度までの平均)

　　　⑷　将来負担比率

　　　　　将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

　　　　率で、次の算式で算定する。

13.49584

－　3　－



　　　　　令和６年度の将来負担比率は43.3％であり、前年度の66.7％と比較すると23.4ポイント

　　　　下がっており、依然として早期健全化基準を大きく下回っている。

B 標準財政規模－算入公債費等の額 4,132,926 4,089,474 43,452

 将来負担比率　A/B×100　(％) 43.3 66.7 △ 23.4

 標準財政規模 5,089,092 5,143,870 △ 54,778

 算入公債費等の額 956,166 1,054,396 △ 98,230

⑪基準財政需要額算入見込額 9,431,376 9,420,396 10,980

A 将来負担額(①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧)-
　充当可能財源等(⑨+⑩+⑪)

1,793,537 2,731,747 △ 938,210

⑨充当可能基金 4,797,720 4,185,481 612,239

⑩充当可能特定歳入 1,362,752 1,467,848 △ 105,096

⑦連結実質赤字額 － － －

⑧組合連結実質赤字額負担見込額 － － －

⑤退職手当負担見込額 2,386,887 2,327,588 59,299

⑥設立法人の負債額等負担見込額 963 2,889 △ 1,926

③公営企業債等繰入見込額 3,173,574 3,305,695 △ 132,121

④組合負担等見込額 201,252 214,096 △ 12,844

①地方債の現在高 11,622,709 11,955,204 △ 332,495

②債務負担行為に基づく支出予定額 0 0 0

将来負担比率

単位:千円

区分
金額

増減
本年度 前年度
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病院事業会計

算入地方債
③

1,814,098577,758

－水道事業会計

流動資産
④

542,023

資金不足額・剰余額

単位:千円

会計名
控　　除
企業債等

②

96,632 －

控除財源
⑤

流動負債
①

85,471

令和６年度　赤平市資金不足比率審査意見書

第１　審査の対象

　　　資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

第２　審査の期間

　　　令和7年7月29日(火)から令和7年8月8日(金)

530,862

第３　審査の方法

－

解消可能資金
不 　足　 額

⑥

　　　各公営企業会計の資金不足額・剰余額は、次のとおり

－ 1,589,832

－ 284,419

　　　この審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

第４　審査対象の会計及び資金不足額・剰余額

　　類が、適正に作成されたかどうかを主眼として実施した。

下水道事業会計 250,839

資金不足額・
剰余額

-1×((①-②+③)
-(④-⑤+⑥))

244,279 － 290,979 －

353,492 － －
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　　２　個別意見

　　　⑴　水道事業会計における資金不足比率について

　　　　　令和６年度の水道事業会計における資金不足比率は発生していない。

　　　⑵　病院事業会計における資金不足比率について

　　　　　令和６年度の病院事業会計における資金不足比率は発生していない。

　　　⑶　下水道事業会計における資金不足比率について

　　　　　令和６年度の下水道事業会計における資金不足比率は発生していない。

※ 「資金の不足額」は「資金不足額・剰余額」が正数の場合は発生せず、資金不足比率も発生しないため「－」と表示

－ 20.0

212,507 － 20.0　下水道事業会計

－

－

230,371

第５　審査の結果

　　１　総合意見

　　　　審査に付された下記、資金不足比率及び算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

　　　も適正に作成されているものと認められる。

　　　　資金不足比率は、次の算式で算定

　　　　資金不足比率(％)

－ 20.0

事業の規模

記

単位:千円

資金の不足額

　水道事業会計

　病院事業会計 － 1,871,967

会計の名称 事業の規模 資金不足比率(％) 経営健全化基準(％)

＝
資金の不足額

× 100
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